
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３２６７５

基盤研究(B)（一般）

2015～2013

1960-1970年代にかけてのデタントとグローバリゼーションをめぐる国際政治史

International Political History of Detente and Globalization during the 1960s and 
the 1970s

６０４６６７２９研究者番号：

森　聡（MORI, Satoru）

法政大学・法学部・教授

研究期間：

２５２８５０５６

平成 年 月 日現在２８   ６   ２

円    11,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、1960年代後半から70年代前半にかけての時期に、特定地域における米国の安全保
障政策が、他の地域における米国と主要同盟国との関係に、経済現象などを媒介していかなる影響を及ぼしていたのか
を、複数の事例を検証することによって浮き彫りにすることを目的に進めてきた。その結果、次のような事実を解明し
た。米国がベトナム戦争を遂行し、米軍を世界各地に前方展開させたことにより、巨大な国際収支赤字を抱え、これが
米国経済の停滞などと相まって、米国内で「過剰な対外関与」を批判する声を喚起した結果、米国の対欧州政策、対日
政策、対ペルシャ湾政策などが修正を迫られ、その一端がデタントを担うことになった。

研究成果の概要（英文）：The objective of the current project was to shed light on how U.S. policy in one 
part of the world affected U.S. relations with its major allies through the medium of economic factors 
during the late 1960s and the early 1970s by examining multiple cases. As a result, the project was able 
to identify the inter-related nature of several facts that were previously studied and understood in a 
disparate manner. First, U.S. intervention in Vietnam and the forward deployment of U.S. Forces around 
the world caused a large-scale balance-of-payment deficit. Second, this financial problem was compounded 
by the economic stagnation in the United States which gave a larger voice within the United States to 
call for retrenchment. Thirdly, the U.S. government was compelled to adjust its policies toward western 
Europe, Japan and the Persian Gulf region. Some aspects of these adjustments produced momentum for 
Detente.

研究分野：国際政治史
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１．研究開始当初の背景 
(1) 研究代表者は、1968 年 3 月末のジョン
ソン米大統領による北ベトナム爆撃の一方
的な無条件停止が、アメリカ政府によるドル
危機対策が限界を迎えたことを受けて決定
された事実を実証し、右研究成果を 2012 年
8月に学術論文として公刊した。1950年代末
以降、アメリカはたびたび「ドル危機」と呼
ばれる国際収支赤字の問題に悩まされてい
たが、これはアメリカが金・ドル兌換制の下
で、在外米軍を前方展開したことや、60年代
半ば以降はベトナムに介入して戦費が拡大
していたことによって、ドルがアメリカ国外
に流出していたこと起因していた。また、
1970 年代にかけての緊張緩和（デタント）
は、米ソ以外でも進行し、欧州においてはヘ
ルシンキ最終議定書の採択で一つの頂点を
迎え、アジアでもベトナム戦争の終結や米中
接近が実現する。その一方で、1971 年には
アメリカが金とドルの交換を放棄して「ド
ル・ショック」が発生し、1973 年には第四
次中東戦争を契機とした「オイル・ショック」
が生起するなど、1970年代の国際政治には、
実に複雑なダイナミズムが働いていた。 
 
(2) 上記のような次第もあり、金融を含む国
際経済のグローバル化がいかにしてアメリ
カをはじめとする西側先進諸国の安全保障
政策の選択肢をめぐる判断に作用したのか
という視点を持たなければ、1960 年代以降
の西側諸国の安全保障政策に関する十分な
理解や説明はもたらされないとの問題意識
を持ち、グローバリゼーションが本格化して
いく1960年代から1970年代にかけての安全
保障の地域横断的な相互連関性と、各種の経
済要因の媒介を検証するとの着想を得た。 
 
２．研究の目的 
本研究は、1970年代に進行した緊張緩和（デ
タント）とグローバリゼーションがいかに相
互に作用しあい、それがどのように当時の西
側先進諸国の安全保障政策やそれら諸国間
の関係に作用していたのかを解明しようと
することを目的とした。すなわち、1960 年
代から 1970 年代前半にかけての時期に、特
定地域におけるアメリカの安全保障政策が、
他の地域におけるアメリカと主要同盟国と
の関係に、経済現象などを媒介して、いかな
る影響を及ぼしていたのかを、複数の事例を
検証することによって浮き彫りにすること
を目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、以下の三つの課題を処理すべく、
アメリカ、イギリス、ドイツなどの国立公文
書館における第一次資料（機密指定解除され
た史料）の調査を行い、研究会を開いて、研
究メンバーが調査結果を持ち寄り、合同検討
作業を行った。 
 

(1) 特定の地域で発生した事象がアメリカ
を媒介する形で、いかに他の地域に影響が波
及したのかを検証するために、複数の地域
（西ヨーロッパ、東アジア、中東）における
アメリカの安全保障政策の実施形態を比較
的に分析し、地域横断的な波及的事象の特定
を試みた。 
 
(2) グローバリゼーションの進行が特にア
メリカの対外政策過程にからむアクターや
そのダイナミズムに与えた影響を分析すべ
く、連邦議会における政策論議などの国内政
治過程や世論の動向を明らかにしようとし
た。 
 
(3) ドルの信認低下と国際収支赤字の拡大、
アメリカの貿易赤字の拡大、石油価格の高騰
といった経済要因が、アメリカの国防戦略や、
同盟政策に及ぼした影響を明らかにしよう
とした。 
 
４．研究成果 
研究代表者と研究分担者は、本報告提出時ま
でに、次のような分析結果に至っている。ベ
トナム戦争が混迷を増し、国際収支赤字が拡
大したことにより、ドルの信認が危機的な水
準にまで低下していく傾向を見せたほか、米
国内では対外関与を縮小すべきとの声が連
邦議会や世論で高まった。こうした事態を受
けて、アメリカは安全保障政策の調整に乗り
出した。アメリカは、金融市場でのドル投機
の動きを鎮めるべく、ベトナム戦争を終結さ
せる展望を生み出すための和平交渉を開始
したのみならず、国際収支赤字を削減すべく、
ドイツや日本といった米軍の前方展開先と
のオフセット交渉（同盟国にアメリカ製兵器
の購入や米軍駐留費の負担増を求める交渉）
を進めようとした。また、アメリカは、ソ連
が核戦力面でアメリカに追いついたことに
より、欧州における通常戦力面での劣位が顕
在化することを懸念し、軍備に伴う負担を削
減すべく、東西両陣営が通常兵力を相互に均
衡を保ちながら削減することを呼びかける
「レイキャビク・シグナル」を発するととも
に、対ソ抑止力を回復するための軍事技術の
革新にも取り組み始めた。さらに、米国の経
済の停滞と財政的な制約に直面する中で、イ
ギリスが「スエズ以東」から撤退することに
なり、ペルシャ湾岸地域で新独立国の樹立に
基づいた地域秩序を模索する外交も余儀な
くされた。つまり、ベトナム戦争や前方展開
戦略、そして金・ドル兌換制などから生じた
国際収支赤字を削減する取り組みをアメリ
カが進め、またアメリカ国内では、経済が停
滞し、それまでの「過剰な対外関与」に対す
る批判が高まるなどした結果、アメリカの対
西ヨーロッパ政策、対日政策、対ペルシャ湾
岸地域政策などが修正や調整を迫られ、その
一端がデタントを担うことになった。 
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